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研究ノート
経済統合の理論 (1)
小
?
正 雄
〔1〕序
同質の財或は生産要素でありながら或る国を差別化する，逆に他の国に特恵を与えるこ
との経済的厚生に与える効果を問題にする「差別化の理論」が最近にいたって精緻化され
ようとしている。現実の世界経済においては，すでにEECが第3経済圏としての地位を
占めており，また南北問題解決策の一つとして合意をみた特恵関税の施行が GATTの場
で決議されており「差別化」は実施の段階に入っている。しかしこのような側面をとりあ
つかう理論はこれに一歩遅れ， Viner,Meadeらの古典的な関税同盟の理論が用意されて
いたにすぎず，ょうやく， EECの登場を契機に， Balassa,Johnson, および小島教授ら
の経済統合の，特にポジテイプな側面に関する研究が現われることになった。しかし，ご
く最近にいたって， Vanek,Lipseyが，一般均衡分析の立場から， 厚生分析に則して経
済統合理論の精緻化を試み，．また， Kempは，財の他に生産要素に対する差別化をも含
む議論を展開している。今後の課題は "TheTheory of Optimal Discrimination"と
いったものを確立すること1)であろうが，小論は，最近のこの分野における貢献の主なも
のを検討することを通じて，そのような課題に接近することを目的としている。
周知のように，内外市場で完全競争が実現され，したがってパレート最適の条件がみた
される場合の最適貿易政策は，勿論自由貿易政策である。
しかし現実には内外市場に歪みがあり，したがって保護貿易政策が有利な場合がある2)
のであり，また各国が必ずしも経済的厚生の最大化のみを目的に行動しているとは限らず，
1)そのことの必要性は，一橋大の小島教授によって示唆された。
2)柴田裕「関税政策の諸類型」『国際経済政策の理論」第4章， 山本繁綽「保護貿
易理論にかんする若千の覚書」関西大学経済論集， 1966-6,拙稿「保護貿易理論
の整理」関西大学経済論集， 1969-10.
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それぞれの側面から付加的制約条件の下でのベスト，つまり SecondBestを求めて関税
の賦課や関税同盟を結成しているのが現実である。そのような議論の中，まず Domestic
Market Distortionに基づく保護については， Tax-cum-SubsidyPolicyという国内政
策によって， DomesticDistortionそのものを是正して FirstBestにもってゆくこと
が最適政策であり，真に関税が正当化できるのは， ForeignMarket Distortionに基づ
くOptimumTariff Argumentであるというのが Bhagwati-Ramaswami,Johns.on 
らによって整理された3)Distortionに基づく保護貿易論の結論である。第2に， 内外
市場に Distortionがなく， したがって， パレート最適が実現可能な場合でも経済的厚
生の若千を犠牲にして Non-EconomicObjective (たとえば工業生産水準の拡大）を実
現する場合がある。そしてそのようなケースも 1国が単独に保護貿易に入る場合と， 2国
ないしそれ以上が関税同盟を結成して，そのような目的の実現をはかる場合に区別できよ
う。 Cooper=Massellなどは経済統合の方が， 無差別な関税よりも一定の工業生産を保
護する際の実質コストが少ないという点で優れている4)という。第3に， 仮に外国（世
界）市場は完全だと仮定できても，国内市場にはっきりした Distortionを持つ低開発国
があり，そのような諸国が経済統合を作る動きがある。これをどう評価すべきか。第4に
経済統合内では財だけでなく，生産要素に対しても低い課税率を適用することが考えられ
る。 EECなどは， PreferentialTrading Clubと PreferentialInvesting Clubの両
側面を持っており，その点で関税同盟以上の存在になっている。
一体，差別化は何故選好され，それはいかなる程度においてであろうか。その点の究明
には財および生産要素に対する差別化の効果を Positiveな側面と Normativeな側面か
ら考察し，経済統合が望まれる理由を明らかにする必要がある。それが最適差別化理論の
確立にもなる。
ところで経済統合の理論は，最初Vi1+er,Meadeらによって，関税同盟の理論としてと
りあげられた。そこで， tradecreationとtradediversionという 2つの概念に則して
展開された関税同盟の伝統理論からとりあげることにする。
3) J. Bhagwati and V.K. Ramaswami, "Domestic Distortions, Tariffs, and 
the Theory of Optimum Subsidey", ].P.E (Feb). 1963. H.G. Johnson, 
• "Optimal Trade Intervention in the Presence of ,Domestic Distortion", 
in『Trade,Growth and the Balance of Payments』1965.
4) C.A. Cooper and B.F. Massell, "Towards a General Theory of Customs 
Unions for Developing Countries", ].P.E (Oct), 1965. p-476. 
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〔2〕 関税同盟の伝統理論
Lipseyのいうように関税同盟の理論は， 関税による地城的な差別化に関する理論であ
り，それの世界資源配分の効率性，したがって世界の厚生に与える効果を明らかにする5)
ことから始まった。その性格からいって，関税同盟の理論は厚生分析 (WelfareAnaly-
. sis) に則して展開される運命にあり，他面， それは国際的な差別化による不完全な国際
市場に関する理論6)の一部である。
そのような特徴を持つ関税同盟理論体系化の第一歩は Viner,Meadeによって開始さ
れた。 Viner,Meadeの分析は，その後 Gehrels,Lipsey, Michaely, Melvin, Hum-
P?rey-Fergusonおよび Johnsonらによって補強，修正，一般化され，関税同盟の伝統
理論として確立される。その基本的な性格は， tradecreationとtradediversionを部分
均衡分析に則して追求した点にあり， normativeな厚生分析がその中心を占めている 7)。
さて， Vinerの貢献は8)' 関税同盟は freertradeとmoreprotectionの mixした
ものであり，したがって，それが必ずしも世界の厚生を高めるとは限らないことを指摘し
た点に求められよう。 Viner以前にはそれは freertradeへの第一歩であり，したがっ
て世界の厚生が高まるというのが一般的であったが， Vinerは例の tradecreating effect 
と tradediverting effectという 2つの概念を用いて， それが必ずしも正しくな・いこと
を明らかにした。のちに， Meadeゃ Lipsey-Lancaster9)によって示されたように，関
税同盟の効果は厚生極大化の条件がみたされるオーソドックスな厚生理論によってではな
く，次善の最適を問題にする TheTheory of Second Bestによって扱われるのであり，
かつその最も主要な適用例である。次に Meadeは10), Vinerを受けつぎ，部分均衡分析
5) R.G. Lipsey『TheTheory of Customs Unions: A -General Equilibrium 
Analysis』1970,p-1. 
6) J. Vanek, 『GeneralEquilibrium of International Discrimination』1965.p-5. 
Vanekのこの著作については， 大山道広氏の俊れた紹介がある。大山道広「関
税同盟理論の新展開ーJ,ヴァネックの近著をめぐつて」三田学会雑誌 59巻4号
7)ただ，部分均衡分析の持つ限界はのちに Vanek『GeneralEquilibirum・・・』に
よって大幅に克服される。
8) J. Viner, 『TheCustoms Union Issue』,1950. 
9) J.E. Meade, 『Tradeand Welfare』TheTheory of International Economic 
, Policy, Vol. Il. Chap Vll, 1955. R.G. Lipsey and K.Lancaster, "The General 
Theory of Second Best", R.E. Stud. 1956~7. 
10) J.M. Meade『TheTheory of Customs Unions』1955.特に， Appendix]Ipp. 
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に則して限界的な関税の引下げが世界の厚生に与える変化を明らかにする。すなわち，
dU=:E(pi-ci) dぶの正負に応じて，関税同盟諸国の関税引下げが世界全体の厚生を高め
i=l 
たり低下させたりする。ただし， Piはi財の価格， ciはi財の限界費用， dxiは関税同盟
に伴う i財の世界生産量と消費量の変化, uは世界の基数的効用関数である。 Meadeは
その際個人の効用が基数的に測定可能であり．それの個人間の比較が可能であり，また
所得の限界効用が全ての個人について等しく，更に社会の効用が個人のそれの和である11)
という，かなりきびしい仮定をする12)。 しかし， そのようなきびしい仮定の上にではあ
っても， tradecreating effectとtradediverting effectを結びつけ；関税同盟が望ま
れる理由を判断するための指標を示した点は Meadeの貢献である。
次に， Gehrels,Lipseyは13)Vi_nerの理論が専ら，生産側からの議論であったのに対
して，域内関税の撤廃に伴う消費側における代替効果を考慮する必要があり，それを認め
ると，たとえ生産側で tradedivertingであっても，厚生の向上が可能であることを指
摘する。そして Michaelyは14)Gehrelsの仮定の中の2つをはずし，更に， Melvin 
は15)交易条件一定という仮定をはずしたより一般的な場合について関税同盟の厚生効果
を比較ずる。他方， Humphrey-Fergusonおよび Johnsonは余剰の理論を用いて厚生
効果を精緻化する16)。以上から明らかなように，関税同盟の伝統理論はこの tradecrea-
tionと tradedivertionの一般化と精緻化に向けられてきたといっても過言ではない。
そこで Vinerに帰って，その概念の理解から始める。
121~2. および J.Vanek『InternationalTrade: Theory and Economic Policy』
1962邦訳 p-315.
11) Vanek『General_ Equilibrium』p-4.
12) Meadeのこのような分析に対する批判については R.G.Lipsey, "The Theory 
of Customs Union: A General Survey", E.]. (Sept). 1960, pp. 504-507. ぉ
よび R.G.Lipsey'『TheTheory of Customs Union: A General Equilibrium 
Analysis』1970.Chap 3がある。
13) F. Gehrels, "Customs Union from a Single-Country Viewpoint", R.E. 
Stud, 1956~7. R.G. Lipsey, "A General Survey". ・ 
14) M.Michaely, "On Customs Union and the Gains from Trade", E.]. (Sept) 
1965. 
15) J.R. Melvin, "Comments on the Theory of Customs Union", Manchester 
School (May), 1969. 
16) D.D. Humphrey and C.E. Ferguson, "The Domestic and World Benefits 
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(1) Vinerの TradeCreationとTradeDiversion. 
Vinerは，関税同盟の結成が供給源をシフトさす点に着目した。そのような供給源のシ
フトは資源配分の効率を変え， したがって経済的厚生を変化さすことになる。 Vinerの
trade creationと tradediversionという 2つの概念は，このような生産側の変化が経
済的厚生に与える効果を把握するものである。 Vinerの意図は， 需要曲線の弾力性をゼ
ロにした Fig.'1,217)で示すことができる。
Fig. 1で Sh,Sp, Sfはそれぞれ自国，パートナー，および第3国の問題としている財
(x) の供給曲線（無限弾力的）で， t は関税率である。•また Dh は自国の需要曲線であ
る。自国がパートナーと関税同盟を結成すると， ABCDの大きさのコストの節約ができ，
資源配分の効率が高まる。これが tradecreationであり，高コストの自国生産が低コス
トのパートナーの生産に移り， その結果世界の厚生を高めうる。 tradecreationが生ず
るのは， 関税同盟前に関税が自国．の生産を可能にするほど高い場合である。これに対し
て， Fig.2のように同盟前の関税水準が低く，自国のコストが第3国の関税込み価格より
も高く，したがって，同盟前に自国がその財を生産していない場合には tradediversion 
が生ずる。関税同盟の結果，貿易は第3国からコストの高いパートナーに転換され，以前
には， ODhの輸入に必要なコスト（機会）は ABDhOであったが，いまや CGDhOに
増加している。資源配分の効率は低下し，厚生は悪下する。したがって， tradecreation 
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of a Customs・Union", Economia Internazio池le,Maggio 1960. H.G. John-
son, "A Marshallian Analysis of Customs Union", in his『Money,Trade 
and Economic Growth』,1962, Chap3, Appendix. 
17) C. Staley, 『InternationalEconomics: Analysis and Issues』1970,pp. 135-6. . 
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が tradediversionを上回れば関税同盟は自国，・したがってまた世界の厚生を高めるこ
とになる。これが Viner_の主張である。
さて， Viner, Meade以降の展開は 2つのルートに分れる。 1つは生産側で trade
diversionであってもなお， 自国の厚生が向上することをより一般的な仮定の下で明らか
にすることである。その仮定一般化の第1は， 消費側での代替効果を考慮することであ
り，第2は完全特化の仮定をはずすことであり，第3は関税による交易条件の変化を認め
ることである。もう一つの発展の方向は，マーシャル的余剰の理論を用いて関税同盟が自
国および世界の厚生を高める条件を追求することであった。
(2) Trade Diversionと厚生
（イ） 消費パターンが可変的な場合
Vinerの分析では， trade diversionは必ず厚生を低下さすことになるが， Lipsey, 
Gehrelsは， たとえ生産側で tradedivertingであっても相対価格の変化につれて消費
パターンが変われば保護貿易の状態よりも厚生が向上しうることを示した。 Lipseyによ
ると18), Vinerの結論は， Fig.3のように，両財が相対価格のいかんにかかわらず，一
定比率 (OZ)で消費されることを前提していだことになる。 Fig.3でOAは完全特化し
ている自国のY財生産量， ACは第3国との交易条件， ABはパートナーとの交易条件で
ある。 tradedivertingな関税同盟は消費均衡点をeから fに移すので，自国の厚生は必
ず低下する。しかし関税同盟は自国の国内相対価格を変えるので，それに応じて消費パタ
ーンが変われば，生産側で tradedivertingであ
っても，それが必ず厚生の低下となるとは限らな
いことになる19)。生産効果を無視するために，
自国はY財に完全特化し， Y財の一定量OAを生
産するものとする。 Fig.4でACは第3国との貿
易の可能性を， ABはパートナーとのそれを表わ
す。自由貿易時の均衡点がJで，また保護貿易下
の均衡点がAC上でそれと自国の無差別曲線が交
y 
B 
Fig. 3 
? ?
18) R.G. Lipsey, "The Theory of Customs Union, A General Survey", E.f. 
(Sept), 1960, p-500. 
゜19) Gehrelsが消費効果は必ず厚生を高めるという点について， Lipseyは3財モデ
ルを用いてそれが必ずしも正しくないことを明らかにした。 R.G.Lipsey, "Mr. 
Gehrels on Customs Union", R.E. Stud, 1956-7. 
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るF点であることはいうまでもない20)。
いま保護貿易の状態から tradedivert-
ingな関税同盟に入ると，均衡点は例え
ばG点に移り，厚生はItから 12に高ま
る。より一般的にいえば，消費パターン
が可変的で，関税同盟後の消費均衡点が
Fig.4の斜線の部分にきまるような場合
には，生産側で tradedivertingであ
っても．同盟前の保護貿易の状態よりも
厚生が高まる。逆に厚生が低下するとす
れば，それは交易条件が AB'よりも悪
?
?
?
?
Fig. 4 
化する場合である21)。ところで， もし消費均衡点がHになればその場合には，無差別関
税による保護貿易下の均衡点Fと同一無差別曲線上にあり．両者は厚生の点で無差別であ
る。つまり， Jに対してFとHとは無差別な関係にあり，したがって，関税同盟を結成し
た方がいいかどうかはわからない22)。
さて，以上のような形で無差別曲線が与えられるものとすると， 1) ABがACに接近
すればするほど，したがって．パートナーと第3国の・コスト差が小さければ小さいほど，
2) ACの傾斜とDDのそれとの差が大きければ大きいほど，したがって，関税率が高け
れば高いほど，保護貿易の状態から関税同盟に移行することによって，自国はその厚生を
高めることができる 23)。
（口）不完全特化の場合匹）
Fig. 4では，自国はY財に完全特化し，したがって，生産点はAに固定されるのである
20)ただし，そのためには関税収入が消費者に配分されるものと仮定しなければなら
ない。
21)ただし， DDの傾斜よりも急になることはない。 R.G.Lipsey, "The Theory of 
Customs Unions: Trade Diversion and Welfare", Economica (Feb), 1957, 
p-43. 
22)根岸隆「次善の理論について」東京大学経済学論集， 1970-1,p-71. 
23) F. Gehrels, "Customs Union from a Single-Country Viewpoint", R.E. Stud, 
1956~7, p-63. 
24) M. Michaely, "On Customs Unions and the Gains from Trade", E.J (Sept), 
1965. 
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が，費用が逓増して部分特化に止まる場合は， 生産点と消費点は Fig.5の生産可能曲線
PFF'Q上で社会的無差別曲線が接する点で与えられる。しかし， 第3国との自由貿易が
可能になれば生産点はFに，消費点は消費可能性フロンティア ff線上の点，たとえばC
点に移動することができる。ここで関税（無差別）を課すと，国内価格はddになり，生
産点も F'に，そして交易条件不変とすれば，消費点は f'f'上の C'に移動する。さてこ
こで， 自国がパートナーと tradedivertingな関税同盟に入るものとする。
?
PP 
f , X 
f'0 
?
Fig. 5 Fig. 6 
その場合， Fig. 6でパートナーとの貿易による消費可能性フロンティアはbbないし
b'b'のように， f'f'よりその傾斜がきつくなるが，もし， bbが f'f'と保護貿易下の消
費点 C'の右側で交わるか，あるいは両者が全く交わらぬ場合には， tradedivertingな
関税同盟は保護貿易の場合よりも必ず自国の厚生を高める。しかし， b'b'のように， さ
らにその傾斜がきつくなり， C'の左側で f'f'と交わる場合には関税同盟が自国の厚生を
高めるかどうかは一概にいえない。
なお， このように部分特化の場合でも f'f'とbbが C'の右で交わり， したがって
・trade divertingな関税同盟が自国の厚生を高める可能性は， 1)初期の関税水準が高く，
したがって， F'がQに近くなればなるほど， 2)バートナーと第3国のコスト差が小さ
ければ小さいほど大きくなることが知られる。
kヽ） 交易条件が可変的な場合25)
次に，輸入関税の賦課によって，交易条件が有利化するとすればどうか。 Fig.7で，
PFHF'Qは前と同じく，自国の生産可能曲線， Fが自由貿易下の生産点， Cが消費点であ
25) J. Melvin, "Comments on the Theory of Customs Union", Manch~ster 
School, (May), 1969. 
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る。いま輸入関税の賦課によって国
内価格は ddに， 交易条件は fHfl
P 
に有利化し，消費点が ENになれば
自由貿易は勿論，いかなる関税同盟
も自国の厚生を低下さすことにな
る。しかし，逆に関税を賦課しても
交易条件が変わらず，消費点が f'f'
上の C'にくれば tradediverting 0 
な関税同盟に入ることによって自国
05 
?
Fig. 7 
はむしろ厚生を高めることができよう。というのは，もし保護貿易下の消費点が C'であ
ればパートナーとの tradedivertingな関税同盟に入るとき．生産点が生産可能曲線上の
FとF'との間（たとえばH)で，消費点が C'の上にくるような形で貿易ベクトル HC"'
を引くことができるからである。しかし最適関税のように，関税の賦課によって交易条件
が有利化する場合を考慮すると， tradedivertingな関税同盟が厚生を高める可能性はそ
れだけ低下する。
(3) マーシャル的需給曲線による分析
次にマーシャル的余剰の理論を用いて，関税同盟が自国および世界の厚生を高める条件
を追求するいま一つの発展をとりあげる。
（イ） Humphrey-Fergusonの分析26)
関税同盟の自国への厚生効果を生産者余剰．消費者余剰および関税収入の変化でとらえ
る。 Px D~ /Sh 
I 
そのためにパートナーと第3国
の供給曲線 (Sp,Sf)の弾力性を
M ' Q 
AZ 
,:_ " ゞ Sp'=Sp(l十t)
無限大とする。 ,)(『 E~~、 Sf'=Sf(l+t) Sp 
Fig. 8で関税同盟結成前に自国
Sf. 
はOJを生産し， JKを第3国か
T 
゜ I J K L 
Qx 
ら輸入し， OKを消費していた。 Fig. 8 
26) D.D. Humphrey and C.E. Ferguson, "The Domestic and World Benefits 
of a Customs Union", Economia Internazionale, Maggio, 1960. ここでは，
R. Heller, 『InternationalTrade』,1968, Chap 10木村・村上訳「国際貿易J
による。
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したがって，その場合の供給曲線は TCABである。しかし，自国がパートナーと関税同
盟を結成し，第3国にはいぜんとしてt%の関税が適用されると，自国の生産者と消費者
は安い価格 (ON)に直面する。その結果，自国の生産はIJだけ縮少し，消費はKLだ
け増加するので，パートナーからの輸入は IJ +KLだけ増加する。このような城内貿易
の拡大は自国の厚生を高める。何故なら，生産側で IJの生産に要するコストは AJICで
あるが，それをパートナーからの輸入でまかなえばCDJIでたり， ADCだけのコストの
節約が可能となるからである。他方，消費側でもBFEの消費者余剰の増加がある。した
がって， ADC+BFEが tradecreationによる厚生の増加である。 Fig.8から明らか
なように，それは， 1)関税の大きさ， 2)需給曲線の弾力性，および3)バートナーと
第3国の供給価格差に依存する。 1),2) が大きければ大きいほど， 3)が小さいほど厚
生の増加は大きい。
しかし，関税同盟の結果，• 以前最低コストの第3国からJKだけ輸入していたが，いま
やそれを高コストのパートナーに輸入先の転換がおこなわれている。その結果， ・1Kの輸
入に対して以前は GHKJの支払いをしていたわけであるが，いまやパートナーに DEKJ
の支払いをしていることになり，コストは DEHGだけ増加している。この厚生の損失は
パートナーと第3国のコストの差と転換される貿易量の積である。このような tradedi 
versionによる厚生の損失も，関税率，需給曲線の弾力性およびパートナーと第3国との
コスト差に依存する。したがって，関税同盟の結果，自国の厚生が増加するかどうかはこ
れら諸要因に依存することになり，これら諸要因を特定化しない限りアプリオリには何も
いえない。 SecondBestの理論が適用される一つのケースであるとされる所以である。
（口） Gohnsonの分折27)
次に自国パートナーおよび第3国の供給曲線が全て右上りで，費用が逓増するというよ
り一般的な場合に関税同盟結成の自国，パートナー，第3国，同盟全体および世界の厚生
に与える効果をとりあげる。恐らく， Johnsonのこの分析は関税同盟の厚生分析として
最も一般的なものであるといえよう。
Fig.9の需給曲線 (D,S)で suffix,hは自国， Pはバ-トー ナ， fは第3国を，また
primeがついている場合は，関税込みを示す。したがって， Dhは自国の問題の財(x)の
27) H.G. Johnson, "A Marshallian Analysis of Customs Union", in his「Mo-
ney, Trade and Economic Growth」1962,Chap 3, Appendix. 村上敦訳「貨
幣・貿易・経済成長」
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Px Sh+Sf'+Sp' 
Qx 
Fig. 9 
需要曲線， Shは自国の供給曲線， Sh+Sf'は自国の供給曲線と関税込み第3国の供給曲
線の合計， Sh+Sf'+Sp'はこれら 2つに関税込みバートナーの供給曲線の合計である。
また， Sh+Sfは自国の供給曲線と関税を含まない第3国の供給曲線の合計， Sh+Sf'+
Spは自国の供給曲線と関税込み第3国の供給曲線および関税を含まないパートナーの供
給曲線の合計である。したがって， OAは保護貿易下の価格であり， OBは差別的関税
（関税同盟）下の価格である。
まず関税同盟結成前の保護貿易下の貿易均衡点はP1で， AP1の需給量の中， AH1は自
国生産量， H1氏は第3国の供給量， F1P1がバートナーの供給量である。このような初
期時点における自国，パートナー，および第3国の厚生は次のようになっている。
自国の厚生が消費者余剰，生産者余剰および関税収入の和で表わせるとすれば消費者余
剰は， Dhの左側で AP1より上の部分であり，生産者余剰は Shより左側でAH1より下
＇の部分であり，また関税収入はパートナーからうる関税収入が F1P1P勺K,第3国からう
るそれが H1F1F勺G1であるからそれらの和が自国の厚生水準を表わす。次にパートナ
ーが生産者余剰の形でぅる厚生は KP'1より下で Sh+Sf'とSh+Sf'+Spの間の面積
で，また，＇第 3国が生産者余剰の形でうる厚生は G1F'1より下で， Shと Sh+Sfとの
間の面積で示される。
いま，自国がパートナーと関税同盟を結成し，パートナーからの輸入については関税を
撤廃するが，第3国についてはそれを維持すれば需給均衡点はP1から P2に移る。その結
果，消費は AP1から BP2に VP2だけ増加し， 自国生産は AH1から BH2へH2M
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(=TV)だけ減少する。したがって， 差別的関税引下げは，輸入を TP2(=TV+VP2) 
だけ増加する。これが関税引下げによる tradecreating effectである。その過程で，第
3国の生産は H1F1から H2恥に，応Nだけ減少するが，その生産縮少部分はパートナ
ーの生産増加RTによってまかなわれる。したがって，恥N(=RT)が差別的関税引下げ
の tradediverting effectである。その結果バートナ・一の生産は初期の応P1から応P2
まで， RP2だけ増加する。これが差別的関税引下げによる全効果である。
さて，かかる差別的関税引下げによって各国の厚生はどのように変化するか。まず自国
についてみると，消費者余剰は Dhより左側で BP2より上の部分，生産者余剰は Shょ
り左側で， BH2より下の部分，また関税収入は H2恥F'2G2である。この面積の和は，
初期のそれよりも大きい場合も，小さい場合もありうる。次にパートナーは生産者余剰が
F2恥P勺Kだけ増加し，第3国は生産者余剰を G1F勺F'2G2だけ失う。 したがって自国
は厚生を高めるかどうかわからないが，第3国は必ず損失を蒙り，パートナーは必ず利益
をうる。ところで，このような利益や損失は次のように分解される。
自国については，
h1=P1氏V:消費増大による消費者余剰の増加
h2=P1VT: パートナーからの輸入によるコストの節約
hs=G1L四 G2:第3国から輸入する部分のコスト低下による利益
h4=応NF勺L:第3国からバートナーヘの輸入先転換に伴うコスト増加
恥＝恥RP'1K:以前パートナーから輸入していた部分についてもコストが増加するこ
とによる損失
したがって，自国の厚生が増加するかどうかは， h1十h2+hsの利益が h4+hsの損失
を上回るかどうかによって決まる。
次にパートナーの生産者余剰における利益も 2つに分れる。
P1=恥RP勺K(=hs):自国への初期輸出部分の価値増加
p2=RP迂'1:RP2の生産増加による生産者余剰の増加
また，第3国の生産者余剰の損失も 2つに分れる。
fi=G1LF'2G2(=hs): 自国への輸出における価値減少部分
fo=LF'1四：貿易転換による生産減少に伴う生産者余剰の損失
以上から，同盟全体の立場からみると， h1+h2+ha-h4+p2の正負に応じて厚生が増
減し，また世界全体からすれば， h1+h2+p2-h4-f2の正負に応じて厚生が増減するこ
とになる。
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(4) Second Bestの理論
前述したように， 関税同盟の伝統理論は第1に．生産側で tradedivertingであって
も．なお自国の厚生が高まりうることをより一般的な状態の下で明らかにすること，第2
に関税同盟が自国ないし世界の厚生を高める条件を余剰の理論を用いて追求するという
2つの方向に発展した。ところで，そのような厚生を高める条件を求める過程で展開され
た理論に， SecondBestの理論28)がある。
周知のように，差別的関税による関税同盟の状態も，無差別関税による保護貿易の状態
もともに厚生極大化のために必要な最適条件のうちの若干がみたされていない。したが
＇って， SecondBestの一般理論およびその系29)が正しければ，両者のいずれが厚生の点
で優れているか，つまりパレート最適により近いかはアプリオリには何もいえない。した
がって特定の結論をうるには前節での議論に則していうと，需給曲線の形状や関税率を特
定化しなければならない。しかし， われわれがこのような一般的な結論に到達するのは
Lipsey-Lancasterの定式化に基づいているからである。 Lipsey-Lancasterはバレー ト・
最適のための必要条件は，さらに付加的な制約条件が課された場合の SecondBestの必
要条件と必ずしも一致しないことを明らかにし． それに基づいて， 「もし経済のある一部
の部門において最適条件からの離反が不可避であるとすれば，次善の状態を実現するため
には経済の他の全ての部門においても最適条件からの離反がなされなければならない」30)
という結論を導いた。
Lipsey-Lancasterの定式化は次の如くである31)。
n個の変数 X1,X2… Xnの関数
28) J.E. Meade, 『Tradeand Welfare』,1955, Chap VU, R.G. Lipsey and K. 
Lancaster, "The General Theory of Second Best", R.E. Stud, 1956-7. 黒岸
洋昌「厚生経済理論』 1967,Chap 5. 根岸隆「次善の理論について」東京大学経
済学論集1970~1.
29)村上雅子「厚生経済学」『ミクロ経済学』 Chap7, p-267. 
30) _黒岸前掲書 pp.125~6. 
31)ここでの定式化は， 0.A. Davis and A.B. Whinston, "Welfare Economics 
and the Theory of Second Best", R.E. Stud, (Jan), 1965, pp. 1~2および
黒岩 pp.126~7による。
69 
70 闊西大學「親渭論集」第21巻第1号
F(x1, x2, ・ む）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(1)
を制約条件
G(x1,x2, ・・ 心=O············································•······························(2)
の下で極大化するとする。ラグランジ乗数入を用いると， 拡大された目的関数が極値を
とるための必要条件は，
aF ac ・詞―惜石=O (i=l.2・.... •n) ...... , ....................... (3) 
であり． したがって，
aF ac 
axi axi ..... 
aF ac = (i=l. 2····••n-1) ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(4) 
a功， axn ＼， 
がパレート最適の必要条件である。このことは例えば， Fを効用関数， Gを変形関数とす
れば，周知の MRS(限界代替率）=MRT (限界変形率）という限界条件がみたされると
いうことである。
次に，この必要条件の達成を制約するものとして，
aF・ac 
紅 1 紅 1
aF =k aG (ki=l)・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・;・・・・・・・・・・・(5)
8功,8功'
を導入すると， (1)は(2)と(5)の下での極大化，つまり SecondBestになるが，問題は(2)に
よって制約された(1)の梃大化の必要条件と， (2)および(5)によって制約された(1)の極大化の
それとの関係である。 Lipsey-Lancasterは両者が一致するという保証はなく． したがっ
て「もし，パレート最適条件の中の 1つがみたされないならば， SecondBestの状態は他
の全ての最適条件から離反することによってのみ達成される。しかも，その場合に必要な
最適条件からの離反の方向と大きさについては一般に何もいうことができない」32)ことに
なる。というのは， SecondBestは，入',μ をラグランジ乗数とすれば，
,~F-J'G-o [量―k量l・・・・・・・・・・・..…................... 161 
8功、 8右
の極大化によって達成されるのであるが，その必要条件は，
32)黒岩前掲書 p'..128.
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aF 、aG [晶ぷい嘉ぷ:.
詞―i言μ(贔）2
aG a2G aG 舒G-k式 8峰！主紅珈·]~o c,~1.2……n)-·· …171 
、uヽ fl.
である。
17)はその〔 〕内の第1項を Qi,第2項を Kで割った値を Riとし， 14)式に則して表わ
すと，
aF ac μQi-kRi 詞己1+Y ac1axi〕
aF= 胆 〔 μ Q← kR~l (i=l.2·•·n-i)·· ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(8)
- -1+--・・-・ 一
釦：n・8Xn ,l'aG/8Xn 
となる。 (8)が(4)に一致するのは，
〔l+_I!:__9i-=!.!i_ 
が ac/axi〕
〔1+.μQn―kRn =1 
ア家/8Xn〕
の時であるが，そうなることは必ずしも保証されないからである。
しかし，ある特定の状態の下では(8)が(4)に一致することが保証される。それはF関数と
G関数に分離可能性が想定できる場合である。 Davis-WhinstonはF関数と G関数に分
離可能性33)を想定して， (7)で生祖疫・=aぷaxj=O (ii=j)となることから，その場合
aF ac 
には(8)と(4), したがって(7)と(3)が等しくなることを示した。
この場合， 1番目の変数と n番目の変数は (5)の関係で制約されるが， それを除いた変
数つまり 2,3,…n-1については，パレート最適の必要条件(4)が成立し，したがつて，
それらの変数については，バレート最適の必要条件と SecondBestのそれとは一致す
る。問題は，意志決定の独立性による分離可能性がどの程度の妥当性を持っているかとい
うことである。もし，分離可能性が十分な基礎を持っていれば，問題の 2当事者を除いた
他の分野で競争条件をととのえることは SecondBestを実現するために必要である34)。
33) もし f(X1X2……Xn)が/1(X1)+/2(X2)・…・・fn(Xn)と書ければ，そしてその
時にのみ f関数は分離可能となる。 Davis-Whinston,前掲論文 p-2.
34)この点は,Davis-Wh~nston 以前に黒岩教授によって明らかにされていた。黒岩
前掲書 pp.130~133. 
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ところで，差別的関税によって城内自由化をはかる関税同盟が無差別関税の保護貿易の
状態よりも自国ないし世界の厚生を高めるかどうかの究明が関税同盟の伝統理論の中心課
題であった。もし， Lipsey-Lancasterによる定式化が正しければ，あらゆる piecemeal
policyは意味を失ない， 部分的自由化を実現しようとする関税同盟のねらいを積極的に
評価することはできないことになる。われわれは， 城内自由化という piecemealpolicy 
が SecondBestを実現するために必要であるという形で Lipsey-Lancasteriこよる
Second Bestの定式化を修正し，関税同盟の存在を積極的に評価しなければならない。
付記 脱稿後，鈴木守「セカンドベスト定理と経済政策」三田学会雑誌， 64巻 2•3
号を知った。鈴木氏は，セカンドベストの定理をより一般化した形で定式化さ
れている。また，山沢逸平「経済統合」 「国際貿易論講義」第8章が経済統合
理論の優れた要約を与えている。
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